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ま え が き 
 

近年、日本経済はバブル経済崩壊後の長期かつ深刻な不況を克服し、漸く 2002 年以降経

済成長率もプラスに転じ、持続的な経済成長を達成している。企業収益も回復傾向を鮮明に

してきており、最近では過去最高益を更新する企業が相次いでいる。こうした経済の好転を

反映して、労働市場においても 2002 年の最悪期を脱し、雇用情勢は急速に好転してきてお

り、2005 年 12 月には有効求人倍率が 1.03 倍と 1 倍を超えてきている。 
しかしながら、こうした経済・雇用情勢の好転は、主に大都市圏とその周辺で進展してお

り、地方圏では厳しい状況が続くという二極化の様相を呈している。これまで、地方圏は公

共事業にも下支えされて、大都市圏との格差は安定的に推移していた。だが、長期不況によ

る財政の悪化は、公共事業を大幅に削減するという政策転換を余儀なくしている。公共事業

による下支え機能が弱まる中で進展している最近の景気回復は、民間企業による産業・雇用

創出が進展している地域と進展していない地域との格差を、急速に拡大しはじめている。 
本報告書は、プロジェクト研究の一環として実施している調査研究の中間報告である。

2004 度までの研究が主に地域の失業情勢に焦点を当てて来たのに対して、本報告書では、近

年顕在化してきている地域間格差を、雇用創出という側面から分析すると共に、地域におけ

る産業政策・雇用対策の政策主体である都道府県や市町村といった自治体について実態調査

を行っている。また、地域における失業要因についても、求人・求職のミスマッチに関する

分析を試みている。 
地域主体の産業・雇用政策への転換が叫ばれるなか、本報告書が地域分権に対応した政策

立案にあたっての基礎資料として役立てば幸いである。 
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